
久御山町公共施設等ＬＥＤ照明一斉導入事業

公募型プロポーザル 質問回答

久御山町事業環境部産業・環境政策課

令和８年７月 14 日

上記業務に係る質問について、下記のとおり回答します。

質 問 回 答

１－１（実施要領Ｐ２ ２－(５)）

締結予定の契約書の開示をお願いします。

１ 可能です。契約書案をホームページに掲

載します。

１－２（実施要領Ｐ２ ２－(５)）

「賃貸借契約」とありますが、契約書（案）

を事前に開示いただけないでしょうか。

２－１（仕様書Ｐ５ 15）

賃貸借期間満了後は無償譲渡につき、固定資

産税等について受注者は負担しないとの認識

でよろしいでしょうか。

２ 固定資産税は受注者に負担・納付義務は

ありません。賃貸借料に含める必要はありま

せん。

２－２ 固定資産税は賃貸借料に含まないと

いう認識でよろしいでしょうか。

２－３（実施要領Ｐ２ ２－(５)）

「賃貸借物品は、賃貸借契約終了後、本町に

無償譲渡されるものとする」とございますが、

受注者に固定資産税の納付義務はございます

か。

３－１（仕様書Ｐ５ 16）

賃貸借料のお支払について、当月ご利用分を

翌月末までにお支払い（月払い）を前提とし

た積算とする認識でよろしいでしょうか。年

払い等の想定がございましたらご教示くださ

い。

３ お見込みのとおりです。賃貸借料は当月

利用分を翌月末までに月払いします。



３－２（仕様書Ｐ５ 16）

賃貸借料のお支払いは毎月月末締め、翌月末

のお支払いという認識でよろしいでしょう

か。

４－１（仕様書Ｐ４ ９－(２)）

付保する動産総合保険は、ソフトウェア及び

地震・津波・噴火等の天災は保険事故の対象

外とし、賃貸借期間で逓減する一般的な動産

総合保険でよろしいでしょうか。

４ 動産総合保険については、提案内容の一

部となりますので、提案者の工夫の範囲とし

ます。なお、地震、津波、噴火その他天災等、

保険対象外となる事象が発生した場合は、基

本的に本町負担になるものと考えますが、具

体的な取扱いについては、事象発生時に別途

協議します。

４－２（仕様書Ｐ４ ９－(２)）

付保する動産総合保険は新価型か時価型かど

ちらでしょうか。

４－３（仕様書Ｐ４ ９－(２)）

時価型の場合、保険金額で補填できない部分

は貴市の負担との認識でよろしいでしょう

か。

４－４（仕様書Ｐ４ ９－(２)）

照明器具の動産総合保険について、地震、噴

火、津波による損害事故は保険適用外となる

点はご了承いただけますか。

５（実施要領Ｐ１ ２－(３)）

詳細の既設灯具一覧表がない（できない）場

合、各所灯具種別（40Ｗ2 灯づき＝○○基、

スクエア照明＝○○基、屋外ブラケット＝○

○基等）一覧表ぐらいの大まかな数量のご提

示はしていただけますでしょうか。

５ 配付資料に基づき積算してください。た

だし、当該資料は参考資料であり、正確な数

量、仕様、設置箇所等については、優先交渉

権者決定後の詳細調査により確定するものと

します。なお、交通安全灯台帳およびご指摘

により不足が判明した施設図面データを追加

いたします。本町が提供する資料は、応募に

係る検討以外の目的で使用しないでくださ

い。

追加データについては７月 15 日から担当部

署にて配布します。



６（仕様書Ｐ２ ６－(１)－②）

調査の結果、仕様書との相違（数量、仕様等）

が実際に発見された場合には、機器変更、ま

たその結果生じる価格変更について協議対象

となるとの理解でよろしいでしょうか？

６ 現地調査により、数量、仕様、設置箇所、

施工条件等に差異が判明した場合は、協議対

象とします。

７－１（仕様書Ｐ６ 19）

本事業期間において、戦争、紛争、疫病等、

世情による急激な物価上昇や機器、付属部品

等の調達が間に合わなくなるなどの事象が発

生しましたら、工期延伸他についてのご協議

に応じていただけますでしょうか。

７ 天災、経済情勢の大幅な変動、メーカー

の納期遅延等、事業者の責めに帰さない合理

的な理由がある場合は、工期延伸等について

別途協議します。その場合、事業者の責めに

帰さないと認められる範囲において、ペナル

ティの対象とはしません。

７－２（仕様書Ｐ６ 19）

現在、全国自治体における LED 発注過多や、

世界情勢の影響により、各メーカーの納期が

不安定な状況にあります。落札後、照明機器

に納期遅延等が発生した場合は、工期延長の

協議の対象としていただけますでしょうか？

また、工期延長となった場合はペナルティの

対象となりますでしょうか？

７－３（仕様書Ｐ６ 19）

天災・世界情勢や本事業の関係者の反対や照

明器具の納期遅延等の影響が契約締結時より

悪化し、事業開始期間を超えてしまう可能性

がある場合、不可抗力とみなし協議いただけ

ると考えてよろしいでしょうか。

８－１（仕様書Ｐ２ ６－(１)－④）

交通安全灯の約 1割については電球色に変更

するものとするとありますが、既存器具に

20VA 器具や 40VA 器具がある場合、その容量

ごとの数量の 1割を電球色に変更するという

認識で良いでしょうか。

８ 交通安全灯全体の約１割を目安として、

周辺環境、景観、住宅地等への配慮が必要と

考えられる箇所について、電球色への変更を

想定しています。

具体的な変更箇所、数量及び容量ごとの取扱

いについては、優先交渉権者決定後、本町と

受注者で協議のうえ決定します。提案時は、



８－２（仕様書Ｐ２ ６－(１)－④）

交通安全灯の約 1割については、電球色に変

更するものとする。とありますが、電球色に

する交通安全灯の場所、箇所に指定はありま

すか？また、交通安全灯約 2,300 灯とありま

すので、電球色とするのは約 230 灯という解

釈でよろしいでしょうか？

交通安全灯約 2,300 灯のうち容量ごとの１

割、約 230 灯を電球色として見込んでくださ

い。

９－１（実施要領Ｐ４ ６－(３)－④）

グループで本件に参加する場合、リース事業

者が様式任意（会社の業務履歴）、様式-4（業

務実施体制）、様式-5（予定担当者の経歴）、

様式-6（予定担当者等の過去の業務実績）を

提出する必要がございますか。

９ 提出者は代表事業者とし、提出書類全体

の内容については、代表事業者の責任におい

て確認の上、提出してください。

様式４は原則としてグループ全体で作成して

ください。

様式４には、本事業の実施体制全体が分かる

よう、代表事業者、リース事業者、施工事業

者、調査設計事業者、維持管理事業者等の役

割分担を記載してください。

様式５及び様式６には、本事業において実際

に配置を予定する責任者、管理者、担当技術

者等について、所属会社が分かるように記載

してください。複数の構成員に担当者を配置

する場合は、必要に応じて会社ごと又は担当

者ごとに作成して差し支えありません。

会社の業務履歴については、各役割を担う構

成員ごとに作成してください。

なお、記載例又は記載イメージの提供は行い

ません。

９－２（様式４）

様式 4～6における「予定○○者」「○○担当

者」の対象者についてご教示ください。

リース事業者を代表事業者とし、施工事業者

と連携して提案する場合、

・様式 4 業務実施体制

・様式 5 予定担当者の経歴等

・様式 6 予定担当者の過去の同種又は類似業

務実績

に記載すべき対象者は、代表事業者の担当者、

施工事業者の担当者、又はその双方のいずれ

でしょうか。

「○○者」「○○担当者」が示す役割（責任者、

管理者、担当技術者等）についてもご教示く

ださい。

また、記入例又は記載イメージがございまし

たらご提供いただけますでしょうか。

10－１（様式－３）

委任期間の開始日は、プロポーザル参加表明

書の提出日と同日を記載することでよろしい

でしょうか。

10 委任期間の開始日は、プロポーザル参加

表明書の提出日と同日として差し支えありま

せん。押印については、代表者印又は本件に

関する権限を有する者の印としてください。

支店長等に権限が委任されている場合は、支

店長印等で差し支えありません。

10－２（様式－３）

プロポーザル参加表明書（様式-3) 委任状に

ついて



委任者の押印については代表印（本社員）で

すと期日までに間に合わない可能性ございま

すので、支店営業所での社印でよろしいでし

ょうか。

11（実施要領Ｐ５ ６－(４)－④）

様式-7（提案書鑑）の提出者がリース会社の

場合、作成者もリース会社の記載でよろしい

でしょうか。

11 提出者は代表企業名を記載してくださ

い。作成者はグループ構成員でも構いません。

12（実施要領Ｐ５ ６－(３)－④）

市町村税の滞納がないことの証明について、

本店所在地の自治体で発行されたものを提出

するとの認識でよろしいでしょうか。

また、営業所等がある場合、当該所在地分の

証明も必要となりますでしょうか。

12 市町村税の滞納がないことの証明につい

ては、本店所在地の自治体で発行されたもの

を提出してください。

13（仕様書Ｐ２ ７－(１)－①）

交通安全灯約 2,300 灯とありますが、既存器

具の容量(10VA・20VA・40VA)の内訳をご教授

ください。

13 資料に交通安全灯台帳を追加しますので

ご確認ください。

追加データについては７月 15 日から担当部

署にて配布します。

14（仕様書Ｐ２ ６－(１)－③）

交通安全灯において景観への配慮などの理由

から塗装色がメーカー標準色から変更となる

箇所は無いという認識で良いでしょうか。ま

た、変更となる箇所がある場合は数量をご教

授ください。

14 お見込みのとおりです。メーカー標準色

を基本とし、現時点で本町から塗装色を指定

する予定はありません。

15（仕様書Ｐ２ ６－(１)－③）

交通安全灯の既存器具において遮光板が取り

付けされている数量をご教授ください。

15 一部遮光板を取り付けた灯具が存在しま

すが、数量等は把握しておりません。

総数の約一割程度となりますが、設置箇所に

ついては、現地調査によりご確認ください。



16（仕様書Ｐ１ ６）

交通安全灯の設置し使用する取付バンドも新

品に交換する認識で良いでしょうか。また、

電力柱・鋼管柱・壁面取付の内訳をご教授く

ださい。

16 取付バンドその他取付部材については、

安全性及び耐久性を確保するため、原則とし

て新品への交換を見込んでください。資料に

交通安全灯台帳を追加します。資料で確認で

きないものについては現地調査により確認し

てください。

追加データについては７月 15 日から担当部

署にて配布します。

17（仕様書Ｐ１ ６）

交通安全灯の既存器具は自動点滅機能内蔵型

でしょうか。それとも自動点滅機能なし型+

関西電力様自動点滅器で使用されていますで

しょうか。また、本事業で使用する器具は自

動点滅機能内蔵型、関西電力様自動点滅器は

無しで良いでしょうか。

17 既存器具については、資料に交通安全灯

台帳を追加します。資料で確認できない事項

については、優先交渉権者決定後の現地調査

により確認してください。全て自動点滅機能

内蔵型と認識しておりますが、現況と異なる

場合があります。

本事業で設置する器具及び制御方式について

は、自動点滅器内蔵型を予定していますが、

既存状況、電力契約等を踏まえ、優先交渉権

者決定後に本町と協議のうえ決定します。

追加データについては７月 15 日から担当部

署にて配布します。

18（仕様書Ｐ６ 19－(５)）

物価変動の負担者は事業者となっております

が、交通安全灯については施工期間が令和 10

年 3 月 1 日～であり 2年近く先の施工となり

ます。直近の状況から物価変動を想定した経

費を見込みますが、想定以上の急激な物価変

動が起こった場合には協議に応じていいただ

けますでしょうか。

18 急激な物価変動など、事業者の責めに帰

さない合理的な理由がある場合は、別途協議

します。



19（実施要領Ｐ１ ２－(３)）

『なお、図面については提供するものの、正

確な灯数、設置箇所、既存器具の仕 様等につ

いては、優先交渉権者決定後の詳細調査（現

地調査）により確定するものとする。』との記

載でありますが、本事業費を積算された際に

は、設計会社等により、箇所毎の灯具一覧表

等を作成の上、工事費及びリース費の算出を

されたものとお見受けします。そこで、本入

札における公平性を保つため、本事業費の算

出の基となった灯具一覧資料をご開示いただ

けますでしょうか。そうでない場合、本事業

費を算出された建設会社もしくはメーカー、

もしくはその関連会社のみが優位となり、公

共入札としての公平性が損なわれると考えて

おります。また、灯具一覧資料のご開示がで

きない場合、図面については、10年以上前に

工事をされた際の竣工図等であるため、その

図面からは算出できない灯具の存在、灯数の

差異が調査時に多数発見されるかと存じま

す。そういった際には、ご協議により予定価

格の増額も可能となるのでしょうか。

19 積算の際は今回提供している図面から推

定しているため、公共施設については箇所毎

の灯具一覧表等は作成しておりません。交通

安全灯については資料に交通安全灯台帳を追

加で提供します。提供資料は参考資料であり、

正確な数量、仕様、設置箇所等は優先交渉権

者決定後の詳細調査により確定します。資料

と現地調査結果に差異が判明した場合は、協

議の上、変更契約の対象とします。

追加データについては７月 15 日から担当部

署にて配布します。

20（実施要領Ｐ２ ３）

グループによる応募について。参加表明時に

全構成員を明らかにし、グループの構成員が

他のグループの構成員として重複していない

こと、参加表明書の提出後は構成員を変更で

きないこととあります。施工工事に関しては、

地元の企業にできる限り参加してもらうこと

が望ましいと考えますが、構成員全てを参加

段階で明記すると、落札に至らなかったチー

ムに記載された企業は、他の参加企業の仕事

ができなくなる可能性があります。短期間で

のＬＥＤ化を第一に考慮し、工事会社は落札

した事業者の工事を請負うことで、始めから

チームに縛ることは避け、地元会社を使うこ

とを参加資格要件ではなく、落札後に優先的

に依頼する約束条件として、評価いただくこ

とを検討戴けないでしょうか。

20 本プロポーザルにおいては、公平性、公

正性及び適正な競争性を確保する観点から、

構成員は参加表明時に明記し、他の応募者の

構成員となることはできないものとします。

一方、優先交渉権者が、構成員ではない地元

事業者等を下請事業者又は協力事業者として

活用することは妨げません。地元事業者の活

用については、提案内容として評価の対象と

します。



21（実施要領Ｐ２ ３）

参加表明書の提出後は、参加者の構成員を変

更することはできないとされていますが、「リ

ース事業者を除き、本町が認めたときはこの

限りではない」との記載があります。優先交

渉権者決定後の詳細調査により、既存器具数

量、設置箇所、仕様、施工条件等が確定する

ことから、施工役割、調査設計役割、維持管

理役割又はその他の役割について、事業実施

に支障がない範囲で、町の承認を得て構成員

又は協力先を追加・変更できるという理解で

よろしいでしょうか。

21 お見込みのとおり、リース事業者を除き、

やむを得ない事情があり、本町が事業実施に

支障がないと認める場合は、構成員又は協力

先の追加・変更を認める場合があります。た

だし、参加資格、責任体制、施工体制、提案

内容の公平性等に影響がないことを確認した

うえで判断します。

22（仕様書Ｐ１ ６－(１)－②）

「更新方法は、原則として器具交換とし、既

設照明器具の改造又はランプのみの交換によ

る LED 化は認めない」とあります。資材不足

は深刻で、日本照明工業会が推奨している日

本独自の「器具丸ごと交換」については、現

時点で全国的に入手困難となっておりメーカ

ーに問い合わせても受注生産時期の確約が取

れない状況にあります。G13 口金の安定器バ

イパス工事による管交換 LED については、簡

易に短時間で工事できることから、日本でも

現実に全国で採用されてきた合理的な手法で

す。また、器具交換のライトバーは、各メー

カーでサイズが違い、将来のライトバーの寿

命が来た時の混乱と費用増が想定されます。

さらに、埋め込み型の器具丸ごと交換は、ア

スベスト規制に抵触する恐れがあります。つ

きましては、既設器具の状態、安全性、照度、

保証、保守性を満たす場合には、管交換方式

又は既設器具活用方式もプロポーザルで提案

可能とし、その内容を総合評価いただくこと

は可能でしょうか。

22 仕様書のとおり、更新方法は原則として

器具交換とし、既設照明器具の改造又はラン

プのみの交換による LED 化は認めません。



23（仕様書Ｐ２ ６－(１)－③、⑥、⑦）

導入する LED 照明器具等について、国内メー

カーの製品であり、電気用品安全法(PSE)、

JIS、JEL 等の関連規格に適合し、ISO9001、

ISO14001 の認証取得工場で製造された製品

であることとされています。現在、LED 関連

資材については全国的に需給が逼迫してお

り、今後さらに入手困難となることが予測さ

れます。そのような状況下で、器具の仕様を

細かく限定することは、提案可能な製品や事

業者を狭めることとなり、結果として幅広く

公平な提案を受け入れるというプロポーザル

本来の総合評価の趣旨が損なわれる可能性が

あると考えます。国内メーカーに限定するの

ではなく、同等以上の品質基準・認証を有し、

安全性、照度、省エネルギー性、保証、維持

管理性を満たす製品についても提案可能と

し、その内容をプロポーザルにおける評価対

象として検討いただくことは可能でしょう

か。また、あらゆる製品について海外からの

輸入品、輸入部品を使わないと経済が成り立

たず国際自由貿易条約のＷＴＯに加盟する日

本の公共発注においてＬＥＤのみ国内メーカ

ーに限る理由とその根拠についてお教えくだ

さい。

23 仕様書に記載の通りとします。安全と品

質を担保するために、仕様書記載の条件を満

たす製品とします。

24（実施要領Ｐ９ 10－(４)）

「候補者の提案」について、「久御山町ホーム

ページにおいて公表する」と記載がございま

すが、公表前に候補者宛に、開示可能部分の

確認をいただけるものと考えてよろしいでし

ょうか？実施要領 6(6)①と④の関係からお

聞きするものです。

24 公表に当たっては、優先交渉権者に対し、

営業上の秘密、ノウハウ等に該当し非公表と

すべき箇所の確認を行った上で公表します。

25（実施要領Ｐ６ ６－(４)－⑤－ウ）

「①に規定する」は「④に規定する」が正し

いと考えますが、よろしいでしょうか？

25 お見込みのとおり、「①に規定する」は「④

に規定する」の誤りです。



26（実施要領Ｐ５ ６－(４)－④）

「20 ページ以内」とありますが、「設置器具

に関する提案」以外の資料を添付する場合、

当「20ページ」に含まないものと考えてよろ

しいでしょうか？具体的には、動産総合保険

のパンフレット等の資料を考えております。

26 その他の資料であっても、企画提案書に

記載してください。なお、20 ページ以内の対

象は企画提案書本文としますので、表紙及び

目次はページ数に含めません。

27（仕様書Ｐ４ ９－(１)－③）

「屋外照明（交通安全灯）には、管理番号を

記載した管理プレートを設置」と記載があり

ますが、原則、既存の管理プレートの継続使

用とし、必要に応じて新規作成・更新 と考

えてよろしいでしょうか？現在、プレートが

設置されているか、また、当該プレートの所

有権者について、ご教示ください。

27 屋外照明（交通安全灯）については既存

の管理プレートが設置されており、判読可能

かつ継続使用に支障がない場合は、既存管理

プレートの継続使用も可とします。ただし、

未設置、判読不能、破損等により管理上支障

がある場合は、新規作成又は更新してくださ

い。資料に交通安全灯台帳を追加します。資

料で確認できないものについては、優先交渉

権者決定後の現地調査により確認してくださ

い。

当該プレートの所有権は久御山町にありま

す。

追加データについては７月 15 日から担当部

署にて配布します。

28（仕様書Ｐ５ 14－(２)）

「設置位置図（ＧＩＳデータ等）及び電力申

請完了の証明書類（関西電力の受付受領証等）

を提出すること」と記載がありますが、納品

形式として認められる設置位置図（ＧＩＳデ

ータ等）の仕様をご教示ください。当該デー

タは、「京都府・市町村共同 総合型地図情報

システム[GIS]」への実装を目的とするものと

認識しております。

28 設置位置図（GIS データ等）の納品形式

については、原則として、管理番号、所在地

又は位置情報、緯度経度等の座標、灯具種別、

容量、設置方式、更新内容等を含む電子デー

タを想定しています。京都府・市町村共同総

合型地図情報システムで取込み可能な形式に

整えて提出いただく予定です。優先交渉権者

決定後、本町と協議のうえ決定します。



29（仕様書Ｐ２ ６－(１)－②）

「なお、対象施設一覧、図面、写真データそ

の他発注者が提供する資料に記載又は表示さ

れている既設照明器具の数量、設置箇所及び

仕様は参考とし、」とありますが、図面から数

量・設置箇所・仕様を読み取り、同等以上の

LED を選定・積算し、提案する。

という事だと思いますが、貴町から提供され

た図面、および図面写真は一部の施設（東角

小学校、久御山中学校など）に於いて、照明

姿図と文科省平面図のみとなっており、数量

や設置箇所がわかりません。

この情報では積算することが出来ず、また各

事業者が想定するとなると公平な見積を実施

するための一定条件が満たされません。

見積り・積算の一定条件の設定の為に、各施

設の既設照明情報を各部屋ごと、各照明ごと

に、数量・仕様（形状・寸法・設置方法・消

費電力・定格光束・調光やセンサーなどの付

帯機能）設置個所が分かるリストをご教示く

ださい。

29 東角小学校と久御山中学校の図面が一部

提供できていなかったので、追加で提供しま

す。

追加データについては７月 15 日から担当部

署にて配布します。

30（評価基準）

「施工期間は短期間」と記載がありますが、

短期間とはどのくらいの期間となりますか。

仕様書４ 事業対象期間 ①公共施設 ②交

通安全灯でそれぞれ定められている施工期間

内で完工できればよろしいでしょうか？

30 仕様書４「事業対象期間」に定める施工

期間内に完工してください。

31（実施要領Ｐ４ ６－(３)－④）

同種業務及び類似業務の内容及び担当する保

有技術者等の会社体制について記載する。（過

去 10 年間とするが、それ以前に特筆してお

きたい実績がある場合は記載のこと）とあり

ますが、①類似業務とはリース事業における

複数の公共施設を一括で導入する照明 LED 化

事業、という認識でよろしいでしょうか？

②また、履行済みの実績でしょうか？受注済

みの実績でしょうか？

31 類似業務とは、複数の公共施設を対象と

する LED 照明化事業、LED 照明設備の賃貸借

事業を想定しています。実績は、受注済みの

ものを記載してください。



32（仕様書Ｐ１ ６－(１）－②）

仕様書や提供された図面から読み取ることが

出来ない、仮設足場や高所作業車を必要とす

る箇所が、優先交渉権獲得後の調査にて発見

された場合は、金額変更、仕様変更の協議の

対象としていただけますか？

32 協議対象とします。

33（実施要領Ｐ２ ３）

受注者が代表企業（事業者）となり業務全般

の取り纏めを行い、各役割の調査会社・施工

者（元請会社）・維持管理会社へ業務を委託し、

施工者が技術者を配置する認識でよろしいで

しょうか。

33 お見込みのとおりです。

34（実施要領Ｐ２ ２－(５)）

本件のご契約については債務負担行為か長期

継続契約のどちらでしょうか。長期継続契約

の場合、翌年度以降に予算の削減等があった

場合、事業者の損害を補填して頂けますでし

ょうか。

34 債務負担行為による複数年契約としま

す。

35（実施要領Ｐ９ 12－(１)）

参加表明後に辞退した場合でも、辞退届を提

出すればペナルティはないという認識でよろ

しいでしょうか。

35 お見込みのとおりです。

36（該当箇所なし）

入札保証金及び契約保証金は免除という認識

でよろしいでしょうか。

免除ではない場合、競争入札参加資格を有し、

過去 5年の間に地方公共団体と締結した同種

同規模以上（本事業の LED 照明数量以上）の

賃貸借契約書を２件以上提出すれば、免除と

いう認識でよろしいでしょうか。

36 入札保証金及び契約保証金は免除しま

す。



37（該当箇所なし）

契約を保証する履行保証保険は契約期間を網

羅していなければ、契約保証にならないため、

履行保証保険に加入する場合、保険期間は契

約期間である契約締結日～令和１９年９月３

０日まで包括で加入しなければならないとい

う認識でよろしいでしょうか。

37 契約保証金を免除するため、契約保証を

目的とした履行保証保険への加入は不要で

す。

38（実施要領Ｐ４ ６－(３)－④）

プロポーザル参加表明書について

代表企業以外も提出必要でしょうか。

38 プロポーザル参加表明書は、代表企業が

提出してください。代表企業以外の構成員に

ついては、グループ構成表により明らかにし

てください。

39（対象施設一覧）

別紙対象施設一覧№19 中央公園

別紙対象施設一覧、器具台数（台）に数量２

０台の記載ございますが、ご提供資料図面に

は器具台数７６台想定される図面がございま

す。

どちらが正しい情報かご教示いただきたいの

と、２０台が正の場合資料提供いただけます

でしょうか。

39 図面データを追加資料として提供します

が、資料により不明な場合は対象施設一覧の

数量を基本として提案してください。提供図

面は参考資料です。

40（対象施設一覧）

別紙対象施設一覧№16 町民体育館

別紙対象施設一覧には町民体育館の記載ござ

いますがご提供資料図面には町民体育館の資

料はなく、総合体育館の資料はございます。

共に同じ施設でしょうか。

40 町民体育館と総合体育館は、同一施設を

指します。

41（仕様書Ｐ２ ６－(１)－④）

仕様書 6 製品仕様及び要求事項④「交通安全

灯の約１割については、電球色に変更するも

のとする。」とありますが、電球色の色温度に

ついては３０００K の認識でよろしいでしょ

うか。また変更箇所もご教示願います。

41 電球色の色温度は 2,700K から 3,000K 程

度です。具体的な変更箇所、数量及び容量ご

との取扱いについては、優先交渉権者決定後、

本町と協議のうえ決定します。



42（対象施設一覧）

別紙対象施設一覧№20 公園灯 №23 交通

安全灯ご提供資料図面に対象施設資料ござい

ません。

設置器具詳細、設置数量等が判断できる資料

ご教示、ご提供願えますでしょうか。

42 公園灯および交通安全灯に係る資料が提

供できていなかったので、交通安全灯台帳お

よび公園台帳、図面データを追加で提供しま

す。資料で確認できない事項については、優

先交渉権者決定後の現地調査により確認して

ください。

43（対象施設一覧）

電気料金削減効果の試算の条件統一の為に、

年間の使用時間をお示し下さい。

43 対象施設一覧に記載の年間使用時間を参

照してください。



賃貸借契約書（案）

久御山町（以下「発注者」という。）と○○株式会社（以下「受注者」という。）と

は、次の条項により賃貸借契約を締結する。なお、この契約は、「久御山町公共施設

等ＬＥＤ照明一斉導入事業」の賃貸借及び維持管理について定めるものとする。

（賃借物件）

第１条 受注者は、その所有する次の物件（以下「賃借物件」という。）を発注者に

賃貸し、発注者はこれを賃借する。

ＬＥＤ照明機器及び設置に必要な付属品一式（別紙１「機器明細」記載のとおり）

（賃借物件の設置）

第２条 賃借物件の設置場所（地区）は、別紙２「ＬＥＤ照明機器設置一覧」記載の

とおりとする。

２ 賃借物件の設置に要する費用は、受注者の負担とする。

（賃貸借の期間）

第３条 賃借物件の賃貸借期間（以下「賃貸借期間」という。）は、以下の通りとす

る。

①公共施設：令和９年 10 月１日～令和 19 年９月 30 日（10 年間・120 か月）

②交通安全灯：令和 10 年 10 月１日～令和 20 年９月 30 日（10 年間・120 か月）

（契約保証金）

第４条 発注者は、受注者が納付すべき契約保証金を免除する。

（賃貸料）

第５条 賃借物件の賃貸料は、年額金○○円[月額金○○円（うち消費税及び地方消

費税の額含む）]とする。

（賃貸料の支払）

第６条 受注者は、１ケ月の賃貸借期間終了後、賃貸借料金及び保守料金を、所定の

手続 きにより発注者に対して請求するものとし、発注者は、適法な支払請求書を

受理したときは、その日から起算して 30 日以内に、受注者に支払うものとする。

２ 契約期間中に消費税率が改定されたときは、税率改定後の金額で変更契約を締結

するものとする。

（支払遅延に対する遅延利息）

第７条 発注者の責めに帰すべき事由により前条第２項の支払期限までに賃貸料を

受注者に支払わない場合は、発注者は、受注者に対して遅延利息を支払うものとす

る。

２ 前項の遅延利息の額は、支払期限の翌日から支払の日までの日数に応じ、賃貸料

に対し、年 3.0 パーセントを乗じて得た額とする。ただし、政府契約の支払遅延防



止等に関する法律第８条第１項に基づく遅延利息の率が改正された場合には、当該

改正後の率を乗じて得た額とする。

（債務不履行の場合の損害金）

第８条 受注者は、この契約に定める義務を履行しないため、発注者に損害を与えた

ときは、その損害に相当する金額を損害賠償として発注者に支払わなければならな

い。

（納入遅延に対する遅延利息）

第９条 受注者の責めに帰する事由により賃貸借期間の始期に賃借物件を借受ける

ことができない場合は、受注者は、発注者に対して遅延利息を支払うものとする。

２ 前項の遅延利息の額は、賃貸借期間の始期から賃借物件を借受ける日までの日数

に応じ、賃貸料に対し、年 3.0 パーセントを乗じて得た額とする。ただし、政府契

約の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項に基づく遅延利息の率が改正され

た場合には、当該改正後の率を乗じて得た額とする。

（賃借物件の引渡し）

第 10 条 受注者は、別紙１「機器明細」記載のとおり、第２条第１項の発注者の指

定する位置に賃借物件を設置し、発注者の検査を受けるものとする。

２ 発注者は、前項の検査を行い、合格した場合は遅滞なく受注者に通知するものと

する。

３ 発注者は、賃借物件が検査に合格した後、賃貸借期間開始の日をもって借受書を

受注者に交付し、これをもって賃借物件の引渡しが完了したものとする。

４ 第１項の賃借物件設置の日から引渡し完了までの間における危険は受注者が負

担するものとする。

（譲渡又は転貸の禁止）

第 11 条 発注者は、受注者の承諾がなければ、この契約により生ずる賃借権を譲渡

し、又は賃借物件を転貸してはならない。

（賃借物件の譲渡等）

第 12 条 受注者は、賃貸借期間中に賃借物件を第三者に譲渡しようとするときは、

あらかじめ発注者の同意を得た上、発注者がこの契約と同一の条件で賃借物件を使

用できるよう措置するものとする。

２ 前項に定める場合を除くほか、受注者は、この契約から生ずる権利又は義務を第

三者に譲渡し、若しくは担保の目的に供し、又は引き受けさせてはならない。ただ

し、あらかじめ発注者の同意を得たときはこの限りではない。

（賃借物件の移転）

第 13 条 発注者は、賃借物件を第２条に規定する設置場所から他の場所へ移転する

必要が生じたときは、あらかじめ受注者に通知するものとする。



（賃借物件の原状変更）

第 14 条 発注者は、賃借物件の原状を変更しようとするときは、あらかじめ受注者

と協議をするものとする。

（事故の通知）

第 15 条 発注者は、賃借物件に不点灯等の事故が発生し、町民等から連絡を受けた

ときは、受注者に通知するものとする。

（賃借物件の保証期間）

第 16 条 賃借物件の保証期間は、賃借物件が使用可能な状態となった日の翌日から

契約期間終了日までとする。

２ 前項の保証期間において、発注者の通常の使用にも関わらず、賃借物件の動作異

常、破損、故障が発生した場合、第 17 条に定める動産総合保険の適用範囲内にお

いて、受注者は、賃借物件が正常に動作するように迅速に修理（代替品（同機種又

は同等機種）の提供を含む。）するものとする。

３ 前項の作業に必要な機器・部品・消耗品等の代金及び技術者の派遣・作業の費用

は、受注者の負担とする。

４ 発注者が電力会社より賃借物件に接続する自動点滅器の支給を受けている場合

であって、当該自動点滅器が故障した場合、その修理交換業務にかかる費用は、発

注者の負担とする。

（動産総合保険）

第 17 条 受注者は、第 10 条第３項の借受書の受理と同時に、受注者の名義で動産総

合保険を付すものとする。

２ 前項の保険料は受注者の負担とする。

（保険金の受取り及び使途）

第 18 条 賃借物件に保険事故が発生したときは、保険金は受注者が受領するものと

する。

２ 受注者は、保険金を次の用途に使用するものとする。

保険事故の発生により賃借物件が滅失及び毀損した場合の原状復帰に要する費用

（設置場所への立ち入り）

第 19 条 受注者及び受注者の指定する者は、この賃貸借期間中、あらかじめ発注者

の承諾を得て、賃借物件の設置場所に立入ることができる。なお、立入りにあたっ

ては身分証明書を提示するものとする。

（秘密の保持）

第 20 条 受注者は、この契約の履行に伴い知り得た発注者の業務上の秘密を第三者

に漏らし、又は他の目的に使用してはならない。



（賃借物件の管理及び使用）

第 21 条 発注者は、この賃貸借期間中、善良なる管理者の注意をもって賃借物件を

管理し、使用するものとする。

（損害賠償）

第 22 条 この契約の履行に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）につ

いては、地震、噴火等自然災害によって生じた損害、又は戦争・暴動その他の事変

によって生じた損害、発注者又は受注者の責に帰することができない事由により生

じた損害を除き、受注者がその費用を負担するものとする。ただし、その損害（動

産総合保険その他により補てんされた部分を除く。）のうち、発注者の責に帰すべ

き理由により生じたものについては、発注者が負担する。なお、発注者は、受注者

が直接被害者と折衝する場合に協力するものとする。

（瑕疵担保責任）

第 23 条 受注者は、賃借物件について隠れた瑕疵があった場合には、速やかに良品

と交換し、又は修理するものとする。

（契約の終了）

第 24 条 地震、噴火等自然災害によって生じた損害、又は戦争・暴動その他の事変

によって生じた損害、発注者又は受注者の責に帰することができない事由により生

じた損害により、賃借物件が使用不能となり、代替品の提供が不可能である場合、

この契約は終了する。この場合、賃貸借期間が中途であっても、発注者は、賃貸借

期間終了日までの未払い賃貸料（契約が履行された部分の賃貸料を除く。）を支払

うものとする。なお、設置が完了していない場合には、発注者受注者協議のうえ決

定するものとする。

（契約の解除）

第 25 条 発注者は、必要があるときは、受注者と協議のうえ、この契約を解除する

ことができる。

２ 前項において発注者の都合によりこの契約を解除する場合、発注者は、受注者に

対して賃貸借期間終了日までの未払い賃貸料（契約が履行された部分の賃貸料を除

く。）を支払うものとする。

３ この契約の解除により、受注者に損害が生じた場合における損害賠償に必要な事

項については、発注者受注者協議のうえ定めるものとする。

（暴力団等排除に係る解除）

第 26 条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解

除することができる。

（１）法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあ

っては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっ

ては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその

者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴対法」という。）



第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員で

はないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関

係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下

「暴力団関係者」という。）がいると認められるとき。

（２）暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその法人等の経

営又は運営に実質的に関与していると認められるとき。

（３）法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員

等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている

と認められるとき。

（４）法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経

営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便

宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められると

き。

（５）受注者の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有していると認められるとき。

（６）法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であること

を知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた発

注者の損害を賠償を受注者に請求することができる。

３ 発注者は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、受注者に損害が

生じても、その責を負わないものとする。

（賃貸借期間終了時の措置）

第 27 条 賃貸借期間が終了し、発注者が賃貸料を完済したときに賃借物件の所有権

は受注者から発注者に移転するものとする。

（変更の届出）

第 28 条 受注者は、商号又は名称、代表者、住所、印章その他この契約の当事者と

しての事項について、変更が生じたときは、直ちに書面によって、発注者に届出な

ければならない。

２ 前項の届出を怠ったため、発注者からなされた通知又は送付された書類等が延着

し又は到達しなかった場合には、通常到達すべき時にそれらが到達したものとみな

す。

（裁判管轄）

第 29 条 この契約について訴訟等を行う場合は、久御山町を管轄する地方裁判所又

は簡易裁判所とする。

（信義則）

第 30 条 発注者受注者両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければな

らない。



（疑義等の決定）

第 31 条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、発注

者受注者協議のうえ定めるものとする。



この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、発注者受注者記名押印の

うえ、各自その１通を保有するものとする。

令和 年 月 日

発注者 京都府久世郡久御山町島田ミスノ 38 番地

久御山町長 信貴 康孝

受注者 ＜住所＞

＜法人名＞

＜代表者名＞


